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要旨 

本稿では、耕作放棄地の発生抑制を目的として、「担い手」への農地集積に有効である、

集落営農の法人化を推進する政策の効果検証を行う。 

近年我が国では、外部不経済の要因となる耕作放棄地の増加が喫緊の課題となっている。

この問題に対し、政府は効率的かつ安定的な経営体である「担い手」に農地を集積し、耕作

放棄地の発生抑制を図る方針をとりまとめた。「担い手」には集落営農や認定農業者等の経

営体が含まれているが、農地保全意識が高い点や組織経営体として継続的に農地を維持管

理できる点から、本稿では集落営農に着目する。政府は 2013 年の閣議決定において、2023

年までに「担い手」への農地集積を 8割達成するという目標を掲げたが、現在、農地集積率

は 53％にとどまっている。今後さらなる集積を進めていくためには、「担い手」ひいては集

落営農の育成が必要不可欠である。そこで政府は、集落営農の法人化を推進している。 

法人化には農地貸借上での信用力の向上といった効果がある一方で、集落営農が法人化

するにあたっては複数の障壁が存在する。それに対し、農林水産省や都道府県は様々な法人

化支援策を行っているが、法人化目標期限を延長して法人化を先送りにした集落営農や法

人化の意向がない集落営農も多く存在する。本稿では、集落営農の法人化が進んでいないこ

とを問題意識とし、法人化支援策の効果を分析する。 

 「現状分析・問題意識」では、耕作放棄地問題の現状について述べ、「担い手」へのさら

なる農地集積を進めるための集落営農の法人化の重要性について説明する。また、集落営農

が法人化するうえでの課題について触れ、それに対する法人化支援策について述べる。 

 「先行研究及び本稿の位置づけ」では、集落営農法人の設立展開・経営についての二つの

事例研究と、政策以外の要因を考慮するための変数の参考とした研究を一つ挙げる。先行研

究の限界として、全国の市町村を対象として研究していないこと、法人化支援策の効果を定

量的に分析していないことが挙げられる。よって、全国の市町村ごとの法人化率のデータを

用いて法人化支援策を定量的に分析することが本稿の新規性である。 

 「理論・分析」では、集落営農の法人化支援策が、集落営農の法人化に与える効果につい

て、パネルデータを用いて実証分析を行う。分析結果から、農林水産省が行う「担い手経営

発展支援事業」における専門家派遣とパンフレット作成・配布、さらには都道府県が独自に

行う法人化マニュアル作成・配布と意向調査が法人化推進に有効であることが明らかとな

った。 

「政策提言」では、「理論・分析」の分析結果をもとに、政策提言を行う。 

 【政策提言Ⅰ】法人化に関する実態把握及び普及啓発 

 【政策提言Ⅱ】専門家派遣の円滑化 

 【補足提言】集落営農内の合意形成支援 

 提言Ⅰでは、集落営農の法人化に対する動向を把握することを目的に、集落営農に対して

法人化の意向調査を行うことを提言する。各道府県へのアンケート調査より、法人化を検討

し、行政からの支援を必要としている集落営農を把握できていないことが示された。そこ

で、意向調査を通して集落営農の実態把握を行ったうえで、法人化を検討していない段階の

集落営農に対して情報を提供するためにパンフレットの作成・送付を行うこと、法人化を検

討している集落営農に対して手続き等に関する情報を提供するためにマニュアルの作成・

送付を行うことを提言する。 

 提言Ⅱでは、法人化に関する専門家派遣の円滑化を提言する。各道府県へのアンケート調

査より、専門家派遣を実施している都道府県においては、専門家として派遣する人材の不

足、専門家の農業に関する知識不足が課題であることが明らかとなった。そこで、各都道府
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県の士業団体との連携、専門家に対する勉強会の実施、専門家と普及指導員の同時派遣を行

うことを提言する。 

 補足提言では、集落営農の法人化に向けて、普及指導員が集落営農内の合意形成を支援す

ることを提言する。各道府県への聞き取り調査において、法人化にあたっては集落営農の合

意形成が課題であることが明らかとなった。そこで、普及指導員が集落営農の法人化に向け

た話し合いに参加すること、そして法人化を検討している集落営農と既に法人化した集落

営農との橋渡し役を担うことを提言する。 

以上の政策提言により、集落営農の法人化が推進されることで、農地集積が進み、耕作放

棄地の発生が抑制され、農地の保全に寄与すると考えられる。 
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はじめに 

 近年、我が国の農業は、生産額の減少や、農業従事者の高齢化に伴う後継者不足により、

衰退している。その影響で耕作放棄地（以下、放棄地）の増加が深刻な問題となっている。

放棄地とは「以前耕地であったもので、過去 1年以上作物を栽培せず、しかもこの数年の間

に再び耕作する考えのない土地」である。そしてそれは農業従事者の離農等により農地の持

続的な活用が困難になることで発生する。また、放棄地面積は、2015 年時点で 42.3 万 ha

にも及び、1990 年以降の 20 年間で約 2倍に増加している。農業従事者の高齢化が進むにつ

れ、放棄地は今後もさらに増加すると予想される。このように、農地が耕作放棄されること

で、害獣の発生、火災誘発等の外部不経済の発生に繋がる。したがって、さらなる放棄地の

増加を食い止めるべく、持続的に農地を保全することが重要である。 

 政府は農政の基本方針として、2013 年に「農林水産業・地域の活力創造プラン」を公表

した。同プランにおいては、放棄地対策として、農業経営力のある「担い手」を育成・確保

することを目指している。この方針にしたがって、「担い手」に農地を集積することで、農

地の持続的な活用が推進され、放棄地の発生の抑制が可能となる。しかし、現在、実際にあ

る農地のうち「担い手」が耕作している農地の割合を示す農地集積率は政府の設定する目標

に達しておらず、放棄地は依然として増え続けている。したがって、「担い手」の育成及び

「担い手」に対する農地集積の取り組みのさらなる強化が求められている。 

 そこで本稿では、「担い手」に農地を集積することによって、増加する放棄地の発生を抑

制し、「持続的な農地保全」を実現することをビジョンとして掲げ、研究を進める。 
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現状分析・問題意識 

第 1 節 放棄地と「担い手」 

第 1 項 放棄地をめぐる現状 

近年、我が国では放棄地が増加傾向にある。「農林業センサス２」（以下、センサス）によ

ると、放棄地とは、「以前は耕地であったもので、過去 1年以上作物を栽培せず、しかもこ

の数年の間に再び耕作する考えのない土地」を指す。放棄地は、1990 年以降増加を続けて

おり、2015 年のセンサスによると、放棄地の総面積は耕地全体の約 10％に当たる 42.3 万

ha に達した（図 1）。 

 

図 1 放棄地面積の推移 

 
（農林水産省「農林業センサス」より筆者作成） 

 

 放棄地は、外部不経済を引き起こす点で問題である。国土交通省（2009）３によると、具

体的な問題として「不法投棄のたまり場になる」、「害獣により営農環境が悪化する」、「火災

の発生を誘発する」、「災害発生の危険性が高まる」等の外部不経済が挙げられる。したがっ

て、放棄地は犯罪面や国土の保全面等から対策を講ずべき深刻な問題である。 

                                                      
２ 農林水産省が、農林業施策の基礎資料となる統計を作成・提供するために、農林業を営む世帯・法人を対象に、5 年

ごとに行う調査。 
３ 「空き地・空き家等外部不経済対策について」より。全国の市町村 1804 団体（回答数 1217 団体、回収率 67％）を対

象に実施したアンケート調査である。 
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 放棄地の発生の背景には様々な要因が存在するが、主たる要因は農業従事者である農地

の耕作者の不在である。農林水産省（以下、農水省）ホームページによると、農地の耕作者

の不在が放棄地発生要因の 62.9％を占めている（表１）。さらに、センサスによると、農業

従事者の高齢化に伴う離農が進み、農業経営体の減少が続いている（表 2）。今後も高齢化

に伴う離農が進行するにしたがい、放棄地は増加すると考えられる。 

 

表 1 放棄地の発生要因 

 
（農林水産省ホームページより筆者作成） 

 

表 2 経営体数と農業従事者の平均年齢の推移 

（農林水産省「農林業センサス」より筆者作成） 

 

農地が耕作放棄され荒廃が進むと、耕作可能な状態まで復元するためには多大な費用が

かかる。森（2013）は、放棄地の復元には 1ha 当たり約 55万円の費用が必要であることを

指摘している。また、現存する放棄地を全て復元した場合、約 2327 億円という多大な費用

が発生するとされているため、全ての放棄地の復元は現実的な対策ではない。 

また、放棄地発生抑制の手段の一つとして、農地を住宅や商業施設に転用することが考え

られる。しかし、農地転用による農地の多面的機能の喪失が懸念されている。農地の多面的

機能とは、国土の保全、水源の涵養４、自然環境の保全等の機能を指す。日本学術会議（2001）
５では、多面的機能の貨幣評価６を試算している。具体的には、農地の洪水防止機能は年間

約 3.5 兆円、水源の涵養機能は年間約 1.5 兆円に換算され、その他の機能も合計した場合、

多面的機能の貨幣評価は、約 5.8 兆円にものぼる。したがって、農地の多面的機能を維持す

るためには、他の施設に転用することは最適な手段ではない。 

                                                      
４ 水源の涵養（かんよう）とは、地下水を豊かにすることや川の流れを安定させることである。 
５ 「地球環境・人間生活に関わる農業及び森林の多面的な機能の評価について（答申）」より。 
６ 多面的機能を代替材に置き換えた場合に発生するコストを計算している。具体的には、洪水防止機能の場合、治水ダ

ムを代替材とし、建設・維持管理にかかる費用を試算している。 
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したがって、放棄地への対策として、放棄地の復元及び農地転用ではなく、現存する農地

を保全し有効活用していくことが重要である。 

 

第 2 項 農政の期待する「担い手」への農地集積 
 

前項で述べた放棄地の発生抑制の手段として、政府は「担い手」への農地集積に期待して

いる。「担い手」７とは、「効率的かつ安定的な農業経営及びこれを目指して経営改善に取り

組む農業経営体」を指す８。政府は、2013 年に「農林水産業・地域の活力創造プラン」をと

りまとめた。ここでは、多様な「担い手」を育成し、地域内に分散する農地の集積を通じて、

放棄地の発生抑制に努めることが示されている。そして、「担い手」が農業生産の中心的役

割を担っていく方針が描かれている。 

政府が推進する農地集積とは、売買、貸借、農作業の受託等を通じて、「担い手」に土地

を集めることである（図 2）。戦後の農地改革９の流れにより、日本の農地は小さな区画に分

割された状態にあるため、農地集積により、「担い手」に農地を集中させ維持管理させるこ

とを目指している。 

 

図 2 農地集積の流れ 

    
（筆者作成） 

 

具体的な「担い手」として、集落営農と認定農業者が挙げられる。以下では、それらにつ

いて述べる。 

 

（1）集落営農 

農林水産省ホームページによると、集落営農とは、「集落を単位として、農業生産過程

の全部または一部について共同で取り組む組織」を指す。具体的な取り組みとしては、集

落での機械の共同所有と共同利用、集落内の営農の一括管理、集落全体の農業計画の策定

等が挙げられる。これにより、農作業の効率化が図られる。 

  2017 年 2月 1日現在、1万 5136 経営体存在する。 

 

 

                                                      
７ 具体的な「担い手」として、認定農業者や集落営農以外の農業経営体も存在するが、それらは将来認定農業者となる

候補者にすぎず、継続的に農業経営を行うことが保証されていない可能性がある。 
８ 「担い手」は法文上での定義は行われていない。「食料・農業・農村基本計画」（2005 年閣議決定）での定義が以降

の農政で使用されており、本稿もこの定義に従っている。 
９ 戦前、日本の農家の半数は小作農が占めていたが、戦後、小作農への農地の売り渡しによって、農家のほとんどが平

均 1ha の自作農となった。 
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（2）認定農業者 

 農林水産省ホームページによると、認定農業者とは、「農業経営基盤強化促進基本構想
１０に示された農業経営の目標に向け、経営改善を進める計画を策定し、市町村から認定

を受けた農業者」のことである。認定農業者は、効率的かつ安定的な農業経営体となるこ

とが期待されており、低金利融資制度、農地流動化対策等の各種支援を重点的に受けるこ

とができる。 

 2016 年 3 月末現在、24万 6085 経営体存在する。 

第 2 節 集落営農への期待 

第 1 項 農地の集積先としての集落営農 

前節において、政府が「担い手」への農地集積によって、放棄地の発生抑制に取り組んで

いることを述べた。「担い手」のなかには、主に集落営農と認定農業者が含まれているが、

本稿では集落営農１１に着目する。以下では、その理由を述べる。 

 第一に、集落営農の活動目的は農地の保全であり、その活動は放棄地の発生抑制に直結し

ているためである。「平成 27 年集落営農活動実態調査」における、集落営農の活動目的に関

する質問では「地域の農地の維持管理」と回答している割合が最も高い（図 3）。さらに矢

挽（2015）１２は、集落営農は放棄地の有効活用、発生抑制に貢献すると指摘している。 

 

図 3 集落営農の活動目的（複数回答可） 

（農林水産省「平成 27 年集落営農活動実態調査」より筆者作成） 

                                                      
１０ 農業経営基盤強化促進基本構想とは、農業経営基盤強化促進法に基づき、都道府県が作成する農業経営基盤強化促

進基本方針に即して、市町村が地域の農地利用の在り方等について独自に定める構想である。  
１１ 集落営農が法人化して認定農業者に認定される場合も存在するが、認定後も集落営農としての組織的な経営が継続

されているため、本稿ではそのような認定農業者も集落営農としてみなし、執筆を進めた。 
１２ 「統計データによる放棄地と集落営農の関係分析」より。2010 年の集落営農実態調査のデータを用い、集落営農数

と放棄地率との関係を分析した。 
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第二に、集落営農は高齢化に伴う離農に対応しやすいためである。現在、農業従事者の高

齢化が進んでおり、認定農業者の大半を占めている個別経営体１３が離農することによって

放棄地が発生する可能性が高くなっている。一方、組織経営体である集落営農は一部構成員

が離農する際、他の構成員によって農作業が継続され、農地の維持管理を行うことができ

る。 

農林水産省（2015a）１４では、認定農業者が死亡または農地の縮小を希望した場合に、そ

の土地を集落営農が集積し保全することが期待されている。このように、個別経営体の高齢

化に伴う離農が増加するにつれて、農地保全意識の高い集落営農は、集落内の農地の受け手

としてますます重要視されると考えられる。以上より、放棄地の発生抑制には、集落営農へ

の農地集積が有効であるといえる。 

 

第 2 項 集落営農の育成の必要性 

内閣府（2013）１５では、2023 年までに「担い手」に農地の 8割を集積することを目標と

している。しかし、集積率１６は 2015 年度時点で 53％程度にとどまっている（図 4）。 

集積が進まない要因として農地の借り手側の問題が挙げられる。農林水産省（2015b）１７

によると、農家が耕作を行っていない農地を貸し付けない理由として、「貸し付けたいが、

借り手がいないから」という回答が 47％と最も多く、また、「安心して貸せる信頼できる借

り手がいないから」という回答も 12％ある。今後、農地のさらなる集積を進めていくため

には、農地の借り手としての「担い手」の育成が必要である。したがって、「担い手」の中

でも、農地の集積先として適切な集落営農を育成する必要があるといえる。 

前項で示したように、「担い手」の中でも特に集落営農は農地の維持管理を目指すもので

あり、現在必要とされている農地の借り手たる「担い手」としてさらなる育成が望まれてい

る。また、集落営農の強みをより一層引き出し、信頼できる借り手として集積の主体となっ

ていくことも重要である。これら集落営農の育成とその強化は集落営農の法人化を通じて

可能になると考えられ、政府もこれを推進している。次節ではこの集落営農の法人化につい

て詳述する。 

 

                                                      
１３ 2016 年 3 月末時点で、認定農業者は 24 万 6085 経営体存在し、そのうち法人経営体は 2万 532 経営体にとどまる。 
１４ 「集落営農組織と認定農業者の関係」より。 
１５ 「日本 再興戦 略 -JAPAN is BACK-」（2013 年 6 月閣議決定）より 。  
１６ 集積率＝所有権・利用権・作業受託により経営する面積/農用地面積 
１７ 「 農地 転 用・ 農地 流 動化に 関 する 農家 ア ンケ ート 調査 結 果」 より 。 全国 から 選定 し た農家等

3120 戸（ 回答数 2254 戸、回 収率 72％）を対 象に行 った アンケ ート調 査であ る。（ 複数回 答）  
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図 4 農地集積率 

（農林水産省「集落営農実態調査報告書」より筆者作成） 

 

第 3 節 集落営農の法人化 
 

第 1 項 農業経営の法人化 
 

前節において、農地の保全のために農地を集積し、その集積先として集落営農を育成する

必要があることを述べた。本稿では、集落営農を育成する方法として集落営農の法人化に着

目する。 

農業経営の法人化とは、個人経営体や非法人の集落営農が法人格を取得することを指す

（図 5）。図 5では、集落営農の構成員が法人を設立し、登記するまでの流れを示している。

また、法人形態は、農業協同組合法に基づく農事組合法人と、株式会社等の会社法に基づく

会社の 2種類あり、役員や構成員の要件、総会での議決権等に違いがある（表 3）。 

 

図 5 法人化の流れ 

 
（農林水産省ホームページより筆者作成） 
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表 3 株式会社と農事組合法人の違い 

 

 
（農林水産省ホームページより筆者作成） 

 

第 2 項 法人化による効果  
  

農水省は集落営農の法人化を推進するにあたり、法人化による以下の効果を紹介してい

る。 

 

（1）土地利用権１８の設定 

 法人化することで、法人に土地利用権を設定できるようになり、農地の貸借が可能とな

る。農林水産省ホームページによると、利用権の設定により、貸し手側は安心して農地を

貸すことができるようになる。 

 

（2）経営管理能力の向上 

財務諸表の作成が義務付けられる等、従来同一になっていた家計と経営が分離され、経

営状況の管理が徹底される。また、法人化により組織への内部留保が可能となることに加

え、組織として融資を受けることが可能になるため、長期的な経営が可能となる。 

 

（3）対外信用力の向上 

法人を設立する際には、法務局に登記の申請をしなければならない。登記官の審査を経

て取引上重要な事項１９が記録され、それが一般に公開されることで、集落営農の社会的

信用が高まるため、金融機関から融資を受けやすくなる２０。 

また、高橋（2010）によると、農地貸借において、取引相手の情報を十分に得ずに取引

を行った場合、借り手が農地の管理を行わない等の問題が生ずることもある。この場合、

貸し手・借り手が互いの情報を、事前に十分に得ておくことが望まれる。法人格を有して

いると社会的信用が高まるため、農地貸借が容易になる。 

 

（4）新規雇用と事業継承の円滑化 

法人格を有することで、社会保険制度の適用が行われる等、被雇用者の福利厚生面での

充実が図られる。これにより、新規就農者を雇用する体制が整い、集落営農の後継者の育

成が容易になるという効果がある。 

 

このほか、農水省は法人化を達成した集落営農に対し税制上の優遇措置や融資制限額の

拡大も行っている。さらに、法人化している場合には役員に外部の人や職員を登用すること

ができるため、集落の高齢化が進行した際にも役員を確保することが容易になる。 

                                                      
１８ 土地利用権とは、農地を借りる集落営農法人と農地所有者との間で設定する農地貸借等の権利のことを指す。 
１９ 具体的には代表者氏名や出資総額が記録される。 
２０ 農林水産省（2013）「集落営農組織の法人化のすすめ」によると、法人化していない場合、大型機械の購入の資金集

めをする際、金融機関より融資が受けられなかったという例が報告されている。 

農事組合法人 株式会社

事業 事業範囲に制限 営利事業全般

構成員 農民のみ 無制限

議決権 総会における議決権が1組合員1票 出資1株につき議決権

法人事業税 非課税 課税

発起人 3人以上の農民 1人以上
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本稿を執筆するにあたり行った農水省への聞き取り調査２１によると、以上で述べたよう

に、農地利用権の設定や対外信用力の向上によって、農地の集積が促進される可能性がある

ことが明らかとなった。加えて、実際に法人化した集落営農への聞き取り調査からも、集落

営農の法人化により経営管理能力が向上することで、経営体制が整い、農地集積が促進され

たことが明らかとなった。 

また、藤栄（2016）は、傾向スコアマッチング２２を用いた実証分析により、集落営農の法

人化が農地集積に寄与することを定量的に証明した。 

以上のことより、法人化によって経営面や継承面において集落営農の育成が進み、集落営

農への農地集積が促進されるといえる。 
 

第 3 項 集落営農の法人化への変遷 

これまで説明してきた集落営農は、政策に対応する形で設立が進み、近年では集落営農の

法人化を推進する動きが活発になっている。本項では集落営農の法人化への変遷を概観す

る（表 4）。 

集落営農は 1970 年代以降、政府の集落営農の政策化に先駆けた自治体による集落営農支

援策の下、数多く登場するようになった。これらは、高齢化や過疎化が深刻となった中山間

地域等で、後継者不足に対応することを主目的として設立された。 

農林水産省（1992）「新しい食料・農業・農村政策の方向」において、効率的で安定的な

経営体の育成が農政指針として掲げられて以降、集落営農をはじめとする組織経営体の育

成が推進された。 

また、農林水産省（2005）「食料・農業・農村基本計画」において、「担い手」による農業

構造の展望が示された。ここでは、「将来効率的かつ安定的な農業経営体に発展」すること

を期待して、集落営農全体が育成すべき「担い手」として位置づけられた。また集落営農は、

任意組織の状態から特定農業団体２３になることを経て、特定農業法人２４となり、段階的に

地域の農地の受け手となることを目指すものとされた。 

 2007 年に実施された「品目横断的経営安定対策２５」（以下、経営安定対策）以降、集落営

農の法人化がさらに進められた。経営安定対策の対象となった集落営農は補助金を受給で

き、その要件の 1 つとして 5 年以内の法人化を目標とした計画２６の策定が義務づけられた

（表 5）。荒井（2010）では、経営安定対策を受けて、集落営農の法人化計画の策定が進んだ

可能性を指摘している。 

以上より、集落営農に対して、「担い手」を強化するための政策が行われてきた中で、近

年では法人化の推進が重要視されている。 

 

 

 

 

 

                                                      
２１ 2017 年 9 月 11 日実施。 
２２ 傾向スコアマッチングは、政策実施者と実施者に類似する特徴を備えた非実施者のサンプルをマッチングし、その

成果指標を比較することで自己選択バイアスに対処し、政策効果を推計する方法である。 
２３ 特定農業団体とは、一定の地縁的まとまりを持つ地域の地権者（農用地利用改善団体）が作成する特定農用地利用規

定の中で、農作業受託によって農用地の利用集積を図る相手方として位置づけられた任意組織のことを指す。 
２４ 特定農業法人とは、農用地利用改善団体が作成する特定農用地利用規定の中で、農用地の利用集積を図る相手方と

して位置づけられた法人のことを指す。特定農業団体との違いは、特定農業法人が農用地の借受を中心として農用地

の利用集積を図るものであるのに対し、特定農業団体は農作業受託によって利用集積を図る点にある。 
２５ 2008 年には「水作・畑作経営所得安定対策」に名称変更がなされた。 
２６ 法人化計画には、計画達成予定日や法人となるまでの取り組みが記載されている。 
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表 4 集落営農政策の変遷 

 
（農林水産省ホームページより筆者作成） 

 

表 5 経営安定対策対象者の要件 

（農林水産省ホームページより筆者作成） 

 

第 4 項 法人化の達成状況 
 

農水省は、法人化の効果に期待を寄せ、集落営農の法人化を推進してきた。また、2007 年

の経営安定対策への加入要件として、5年以内の法人化を目標とした計画の策定が義務づけ

られており、これに対応して集落営農の法人化計画の策定が進んだ。しかし、2007 年 12 月

の経営安定対策見直しにおいて、法人化計画内に記載した法人化目標期限を延長すること

が可能となった。その結果、法人化目標期限を延長し、法人化を先送りにした集落営農が多

く存在することとなった。農林水産政策研究所（2010）２７によると、法人化計画を策定済み

の集落営農のうち、計画通りもしくは前倒しで法人化すると回答した集落営農は 3 割であ

るのに対し、計画を延長すると回答した集落営農は 4割であり、法人化を計画しても実現に

は課題があると考えられる。また「集落営農実態調査報告書」によると、既に法人化した集

落営農が 3 割を占める一方で、未だ法人化計画を策定していない集落営農は 4 割以上を占

めている。したがって、今後もさらに集落営農の法人化を推進する余地がある（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
２７ 「集落営農組織への 21 年度アンケート調査結果（第 2回）」より。全国の集落営農組織 534 組織（回答数は 385 件、

回収率は 72％）を選定し、アンケート調査を行っている。 

1970年代 自治体による支援の下、集落営農の設立

1992年 「新しい食料・農業・農村政策の方向」の作成

2005年 「食料・農業・農村基本計画」の作成

2007年 「品目横断的経営安定対策」の実施

（1）組織要件

①規約の作成
②共同販売経理(経理の一元化)の実施
③農用地の利用集積目標の設定
④主たる従事者の所得目標の設定
⑤農業生産法人化計画の策定

（2）規模要件
・認定農業者　原則4ha以上
・集落営農組織　原則20ha以上
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図 6 法人化計画の策定状況 

 
（農林水産省「平成 27 年集落営農実態調査報告書」より筆者作成） 

 

 

第 5 項 集落営農の法人化の課題 
 

農林水産政策研究所（2010）２８によると、集落営農が法人化する際の不安として、「法人

経営ができるような人材の確保ができない」（55％）、「経営が赤字になるかもしれない」

（54％）という回答が挙げられている。このことから、集落営農の多くは人材面や経営面に

不安があることが分かる（図 7）。 

 

図 7 法人化する際の不安（複数回答可） 

 
（農林水産政策研究所（2010）「集落営農組織への 21 年度アンケート調査結果（第 2回）」

より筆者作成） 

                                                      
２８ 脚注 27 参照。 
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本稿の執筆にあたり行った滋賀県への聞き取り調査２９より、法人化手続きや経営の赤字

に対する不安は、法人化の概要や効果等への理解が進んでいないことから生じていること

が明らかとなった。したがって、これらは県職員による法人化の説明や情報提供によって解

消できることが分かった。 

そこで本稿では、法人化の課題を、「情報面での障壁」と「人材面での障壁」の二つに分

けて整理する。 

 

（1）情報面での障壁 

 従来の集落営農は、法人化の手続きや効果等、法人化に関する情報を十分に持っておら

ず、法人化への理解が進んでいないと考えられる。田中（2016）においても、多くの集落

営農において、法人化の効果が十分に理解されていない状況が指摘されている。法人化に

関する理解が進まないことで、法人化の検討及び法人化に向けた手続きが円滑に行われな

くなる。 

 

（2）人材面での障壁 

 滋賀県への聞き取り調査より、集落営農内に経営の中心となる人材が育成されていない

ことが明らかとなった。従来の集落営農は、企業的な経営管理を行ってこなかったため、

法人化後の経営に対応できる人材が不足していると考えられる。したがって、法人化を検

討したとしても、法人経営を行っていく人材が不足しているため、法人化の達成に至らな

い。 

 

 以上より、集落営農の法人化には情報面・人材面での障壁を取り除くための支援が必要で

あるといえる。 
 

 

第 6 項 集落営農の法人化へ向けた支援策 
 

前項において、集落営農が法人化するうえでの課題を述べた。これらの課題に対し、農水

省は、集落営農の法人化に対する支援策を打ち出している（表 6）。そして各都道府県がこ

の支援策の実施主体となり、地域の実情に鑑みて事業の必要性を判断し、支援策を行ってい

る。近年の支援策を以下で詳述する。 

2011 年度より「人・農地問題解決加速化支援事業」を実施している。この事業では、集落

営農に派遣された地域連携推進員３０が集落営農の法人化に関する相談を受け、助言等を行

っている。 

また、2013 年度には単年で「集落営農の法人化等推進支援」が実施された。この事業に

おいては、「税務手続きが煩雑」という不安に対応する形で、経営能力の向上のために経理

担当者に対するセミナー・研修会が行われた。 

2015 年度より「担い手経営発展支援事業」が実施され、2016 年度には「農業経営力向上

支援事業」へと継承された。この事業の内容は、専門家の派遣やセミナー・研修会の実施、

パンフレットの作成・配布等となっている。 

また、都道府県でも独自に集落営農の法人化を推進するための取り組みを行っている。具

体的には、専門家の派遣や相談窓口の設置、マニュアルの作成・配布、集落営農への意向調

査、補助金の交付等の取り組みが挙げられる。 

                                                      
２９ 2017 年 9 月 12 日実施。聞き取り調査の詳細は別添 1に記載した。 
３０ 地域連携推進員は、集落営農を含む農業者に対して、人・農地プランの作成、実行のための調整や助言を行うほか、

国等の各種支援措置の活用提案を行う。近年では、集落営農の組織化・法人化に関する相談、助言、調整が含まれる

ようになった。 
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上記の支援策は、専門家派遣、セミナー・研修会の実施、パンフレット・マニュアルの作

成・配布、相談窓口の設置、地域連携推進員の派遣、集落営農への意向調査、補助金に分類

される。専門家派遣、セミナー・研修会の実施は人材面での障壁と情報面での障壁を取り除

くことに有効である。また、パンフレット・マニュアルの作成・配布、相談窓口の設置、地

域連携推進員の派遣は、情報面での障壁を取り除くことに有効である。集落営農への意向調

査と補助金は、情報面の障壁と人材面の障壁を取り除くことに対し直接的な効果は及ぼさ

ないが、その他の支援の効果をより発揮させるための役割を担っている（図 8）。 

 

表 6 法人化支援策のまとめ 

（筆者作成） 

 

図 8 政策のまとめ 

（筆者作成） 
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第 7 項 支援策を実施するうえでの課題 

前項で述べたように、農水省と都道府県では、集落営農の法人化を推進する取り組みを行

っている。しかし、法人化は集落営農が策定した計画通りには進んでおらず、また計画未策

定の集落営農も存在する。したがって、今後もさらに法人化を推進する余地がある。 

本稿では、集落営農の法人化支援策の実情や課題を探るため、集落営農実態調査を行って

いる全国 43 道府県担当部署に対し電話調査及び質問票送付によるアンケート調査を行っ

た。アンケート調査の質問内容、対象道府県は別添 2、3に記載した。回答を得た 36道府県

の調査の結果、支援策の課題として「現場での専門的な人材が不足していること」、「経営の

専門家が農業の知識に乏しいこと」、「経営体への働きかけや、支援対象者の絞り込みが必要

であること」、「個別の法人化に対する課題を把握し、それに対応する必要があること」等が

明らかとなった。 

以上より、さらに集落営農の法人化を推進させるために、前述した集落営農の法人化の課

題に加えて、法人化支援策を実施するうえでの課題を解決していく必要があるといえる。 

第 4 節 問題意識と研究目的 
 

 以上で述べたように、現在我が国では、農業従事者の高齢化に伴う離農による放棄地の増

加が喫緊の課題となっている。政府はこれらの課題に対し「担い手」への農地集積を通した、

放棄地の発生抑制を主要な政策と位置づけた。また、政府は、「担い手」に農地の 8割を集

積することを目標としている。しかし、農地集積率は 53％にとどまる一方で、放棄地は増

加の一途をたどっている。 

 農地集積をさらに推進するためには、農地の受け手となる「担い手」の育成が重要である。

「担い手」のなかでも、特に集落営農は、高い農地保全意識を持ち、長期的な農地の維持管

理に有効である。そこで、本稿では着目すべき「担い手」の育成手段として、「集落営農の

法人化」を選定した。 

 政府は集落営農の法人化を推進しているが、法人化計画の実施を先送りにした集落営農

も多く存在する。また、集落営農の法人化計画の策定に未だ至っていない集落営農もある。

したがって、今後さらに法人化を推進していくためには、どのような支援策が法人化に有効

であるかを検証する必要がある。 

そこで本稿では、集落営農の法人化が進んでいないことを問題意識とし、集落営農の法人

化支援策が法人化に向けた課題を解消し、法人化の推進に寄与するかどうかの効果検証を

行うことを研究目的とする。 
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先行研究及び本稿の位置づけ 

第 1 節 先行研究 
 

集落営農及び組織経営に関する研究は多く存在するが、その多くは特定事例を定性的に

研究したものである。その中でも本稿では、集落営農が法人化する要因について言及した北

川（2004）と、法人設立の過程で影響を与える行政の支援策について述べた山本（2017）を

取り上げる。さらに、政策以外の要因を考慮するための変数（以下、コントロール変数）の

参考にした藤栄（2016）を取り上げる。 

はじめに、京都府内の集落型農業法人を対象とした聞き取り調査により、法人の設立・展

開状況を明らかにした北川（2004）がある。北川（2004）では、京都府内の集落営農法人３１

の大部分が中山間地域、とりわけ条件が厳しい山間地域に設立されている点を述べ、集落営

農の法人化に対して土地条件が影響を与えている可能性を指摘している。 

次に、鳥取県の集落の事例を取り上げ、集落営農法人の持続的経営について考察した山本

（2017）がある。山本（2017）では、集落営農が行政との意見交換を重ねて法人設立に至っ

たという事例や、法人化に関する情報が少ないために法人化を達成するまでに苦労を重ね

たという事例等が挙げられ、法人化に至る過程では集落営農と行政等との情報共有が重要

であると述べている。 

そして、本稿におけるコントロール変数の参考にした研究として、集落営農の法人化が農

地集積に与える影響を傾向スコアマッチングによって検討した藤栄（2016）がある。藤栄

（2016）では、法人化に影響を与える要因として、集落営農内の農家の特徴や集落営農の共

同作業実施の有無等を用いて、傾向スコアを導出している。この分析における集落営農の法

人化に影響を与える要因を本稿でも一部参考にした。 

 

第 2 節 本稿の位置づけ 
 

以上の先行研究を参考としながら、本稿では「どのような支援策が集落営農の法人化に寄

与するのか」を明らかにすることを目的とし、実証分析を行う。 

前節より先行研究の限界として、 

（1）全国の市町村を対象として研究していないこと 

（2）集落営農の法人化支援策の効果を定量的に分析していないこと 

が挙げられる。 

本稿では、（1）の限界に対しては、全国の市町村を対象に研究すること、（2）の限界に対

しては、法人化支援策の効果を定量的に分析することにより、集落営農の法人化に対してど

のような支援策が有効であるのかを明らかにする。これが本稿の新規性である。 

 

                                                      
３１ 北川（2004）では、集落型農業法人と表現されている。 
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理論・分析 

第 1 節 検証仮説 
  

政府は「担い手」である集落営農を育成する手段として集落営農の法人化を促進してきた

が、現状分析及び聞き取り調査より、法人化が進まない要因として、情報面での障壁と人材

面での障壁の存在が明らかとなった。「理論・分析」では、このような障壁に対する法人化

支援策が、法人化の推進にどのような影響を与えているかを検証すべく、定量分析を行う。 

仮説は、前述した法人化支援策の事業内容の分類にしたがって立てた。それらは以下の通

りである。 

 

  仮説 1 「専門家派遣」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「専門家派遣」により、集落営農が法人化するうえで必要となる情報が提供され、

情報面での障壁が取り除かれる。また、集落営農の構成員が法人経営に関するノウハ

ウを得ることで、法人経営に対応できる人材が育成され、人材面での障壁が取り除か

れる。したがって、「専門家派遣」は集落営農の法人化率に対して正の影響を与えると

考える。 

 

 仮説 2 「セミナー・研修会の実施」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「セミナー・研修会の実施」により、参加した集落営農の構成員が、法人化の概要や

効果を学ぶことで、情報面での障壁が取り除かれる。また、経営管理のノウハウを得る

ことで、法人経営に対応できる人材が育成され、人材面での障壁が取り除かれる。した

がって、「セミナー・研修会の実施」は集落営農の法人化率に対して正の影響を与える

と考える。 

 

 仮説 3 「パンフレット・マニュアルの作成・配布」は法人化率に対して正の影響を与

える。 

「パンフレット・マニュアルの作成・配布」により、法人化の概要や効果、法人化

の手続き方法が広く周知され、情報面での障壁が取り除かれる。したがって、「パン

フレット・マニュアルの作成・配布」は集落営農の法人化率に対して正の影響を与え

ると考える。 

 

 仮説 4 「相談窓口の設置」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「相談窓口の設置」により、集落営農が法人化を進めるうえで課題としていること

を相談し、解決に向けた情報を得ることで、情報面での障壁が取り除かれる。したが

って、「相談窓口の設置」は集落営農の法人化率に対して正の影響を与えると考え

る。 

 

 仮説 5 「地域連携推進員の派遣」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「地域連携推進員の派遣」により、集落営農が地域連携推進員に、法人化に関する

相談をすることで、情報を得ることができる。これにより、情報面での障壁が取り除

かれる。したがって、「地域連携推進員の派遣」は集落営農の法人化率に対して正の
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影響を与えると考える。 

 

 仮説 6 「集落営農への意向調査」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「集落営農への意向調査」により、集落営農の法人化に対する意向や、法人化の過

程で課題となっていることを把握することができる。都道府県は、意向調査により得

た情報から、集落営農に対する適切な支援へと繋げることができる。したがって、「集

落営農への意向調査」は集落営農の法人化率に対して正の影響を与えると考える。 

 

 仮説 7 「補助金」は法人化率に対して正の影響を与える。 

 「補助金」による、法人化に向けた取り組みにかかる費用の助成は、集落営農の経

済的負担軽減に繋がり、集落営農の法人化が促進されると考えられる。したがって、

「補助金」は集落営農の法人化率に対して正の影響を与えると考える。 

第 2 節 分析とデータの枠組み 

第 1 項 分析の枠組み 

本稿では、前節の仮説を検証するためにパネルデータを用いた分析を行う。 

現状分析で述べた、「担い手経営発展支援事業」、「集落営農の法人化等推進支援」、「人・

農地問題解決加速化支援事業」及び道府県独自の支援策が集落営農の法人化に寄与するか

を分析する。 

分析対象は、2012 年から 2016 年までの「集落営農実態調査報告書」で集落営農に関する

データが記載されている全市町村とする。本稿では、入手することができた対象市町村の法

人化した集落営農数を用いて、2012 年から 2016 年までの 5 年分のパネルデータ分析を行

う。分析中に使用したデータの調査期日はいずれも、毎年 2月 1日であり、調査年と支援策

実施年度に約 1 年のずれが生じることから、支援策の効果が表れるのは翌年の調査期日以

降であると考える。したがって、被説明変数及びその他の説明変数と、政策変数との間で便

宜上 1年のタイムラグを考慮する。そのうえで、2011 年度から 2015 年度までの各道府県の

支援策の実施状況を把握するために上記の対象道府県３２に対し行った、独自アンケート調

査の結果、回答のあった 36 道府県、506 市町村分のデータを用いて分析を行う。分析対象

市町村は別添 4に記載した。 

 

第 2 項 モデル式 

モデル式は、以下のように表される。 

 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼 +∑𝛽𝑛𝐷𝑛𝑖𝑡

13

𝑛=1

+ ∑ 𝛽𝑚𝑋𝑚𝑖𝑡 + µ𝑖

10

𝑚=1

+ 𝜀𝑖𝑡 

 

（n=1-13, m=1-10, i=1-506, t=2012-2016） 

                                                      
３２ 集落営農実態調査が実施されている、43 道府県を対象にアンケート調査を行った。また、政府の支援策の主体は道

府県と市町村からなるが、市町村が支援策を実施する場合、各道府県への報告が義務付けられている。よって、本稿

では各道府県にアンケート調査を実施した。 
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 数式における、それぞれの変数は、以下を表す。 

Yit：市町村別法人化率 

α：定数項 

𝜀𝑖𝑡：誤差項 

µ𝑖：固定効果 

D1：法人化に関する専門家派遣ダミー（国） 

D2：法人化に関するセミナー・研修会ダミー（国） 

D3：法人化に関するパンフレットダミー（国） 

D4：労務財務担当者へのセミナー・研修会ダミー（国） 

D5：経営継承に関するマニュアルダミー（国）  

D6：経営継承に関するセミナー・研修会ダミー（国） 

D7：経理担当者等に対するセミナー・研修会ダミー（国） 

D8：地域連携推進員ダミー（国） 

D9：専門家派遣ダミー（県） 

D10：相談窓口ダミー（県） 

D11：集落営農への意向調査ダミー（県） 

D12：法人化マニュアルダミー（県） 

D13：補助金ダミー（県） 

X1：集落営農当たりの参加農家戸数 

X2：認定農業者が参加している集落営農比率 

X3：集落営農の田面積比率 

X4：経理の共同化を実施している集落営農比率 

X5：規約・定款の整備を実施している集落営農比率 

X6：出役による共同農作業を実施している集落営農比率 

X7：65歳以上農業従事者比率 

X8：戸別所得補償に加入している集落営農比率 

X9：中間農業地域比率 

X10：山間農業地域比率 

第 3 節 変数の選択 
 

被説明変数には、2012 年から 2016 年までの市町村別の集落営農の法人化率を採用し、説

明変数には 2011 年度から 2015 年度までの政府の支援策と道府県独自の支援策に関する変

数、2012 年から 2016 年までのコントロール変数を用いる。変数の出所はそれぞれ表 7にま

とめている。 

  

（1）被説明変数 

 被説明変数には、2012 年から 2016 年までの「集落営農実態調査報告書」における、市

町村別の法人化した集落営農数を市町村別の集落営農数で除した市町村別の集落営農の

法人化率を採用した。 

 

市町村別の集落営農の法人化率＝
市町村別の法人化した集落営農数

市町村別の集落営農数
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（2）説明変数 

 説明変数には、政府、道府県独自の支援策に関する変数と、コントロール変数がある。

また、政府、道府県の支援策に関する変数は、本稿を執筆するにあたり実施したアンケー

ト調査を参考に作成した。以下、支援策の実施主体を括弧内にて示す。 

 

【政府の支援策に関する変数】 

農水省の「担い手経営発展支援事業」を示す変数は以下の通りである。 

 法人化に関する専門家派遣ダミー（国） 

仮説 1の検証を行うため、道府県が集落営農に対し、法人化に関する専門家派遣を

行っているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、

行っていない場合を 0とする。専門家派遣により、中小企業診断士や税理士等経営の

専門家から法人化に関する情報を得ることができ、集落営農の法人化が促進されると

考えられる。したがって、予想される係数の符号は正である。 

  

 法人化に関するセミナー・研修会ダミー（国） 

仮説 2 の検証を行うため、道府県が集落営農に対し、法人化に関するセミナー・研

修会を開催しているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場

合を 1、行っていない場合を 0とする。セミナー・研修会の実施により、集落営農の構

成員が法人化の効果を理解し、経営管理のノウハウを得ることができる。そして、法

人経営に対応できる人材が育成され、集落営農の法人化が促進されると考えられる。

したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 法人化に関するパンフレットダミー（国） 

仮説 3を検証するため、道府県が集落営農に対し、パンフレットの作成・配布を行

っているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行

っていない場合を 0とする。パンフレットの作成・配布により、集落営農に法人化の

情報が広く周知され、集落営農の法人化が促進されると考えられる。したがって、予

想される係数の符号は正である。 

 

 労務財務担当者へのセミナー・研修会ダミー（国） 

仮説 2を検証するため、道府県が労務財務担当者に対し、セミナー・研修会を実施

しているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行

っていない場合を 0とする。労務財務担当者へのセミナー・研修会を開催すること

で、集落営農の構成員が法人化により必要となる財務・税務手続き、労務管理等に関

する知識を得ることができ、集落営農の法人化後の経営の不安が緩和されると考えら

れる。したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 経営継承に関するセミナー・研修会ダミー（国） 

仮説 2を検証するため、道府県が集落営農に対し、経営継承に関するセミナー・研修

会を開催しているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合

を 1、行っていない場合を 0とする。経営継承に関するセミナー・研修会の開催が、経

営継承円滑化の手段の一つとして法人化を検討するきっかけとなり、集落営農の法人

化が促進されると考えられる。したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 経営継承に関するマニュアルダミー（国） 

仮説 3を検証するため、道府県が集落営農に対し、経営継承に関するマニュアルを作

成しているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行

っていない場合を 0とする。経営継承に関するマニュアルにより、経営継承円滑化の手
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段の一つとして法人化を検討するきっかけとなり、集落営農の法人化が促進されると

考えられる。したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 農水省の「集落営農の法人化等推進支援」を示す変数は以下の通りである。 

 経理担当者等に対するセミナー・研修会ダミー（国） 

仮説 2 を検証するため、道府県が集落営農に対して、経理担当者等に対するセミナ

ー・研修会を実施しているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施してい

る場合を 1、行っていない場合を 0とする。セミナー・研修会により、経営管理のノウ

ハウを得ることで、法人経営に対応できる人材が育成され、集落営農の法人化が促進さ

れると考えられる。したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 農水省の「人・農地問題解決加速化支援事業」を示す変数は以下の通りである。 

 地域連携推進員ダミー（国） 

 仮説 5 を検証するため、道府県が、地域連携推進員の派遣をしているか否かを表す変

数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行っていない場合を 0とす

る。地域連携推進員が設置されることで、集落営農が法人化に関する相談を行い、指

導を受けることができると考えられる。したがって、予想される係数の符号は正であ

る。 

 

【道府県の支援策に関する変数】 

本項では、道府県の支援策を政府の支援策の枠組みをもとに分類し分析を行った。 

 専門家派遣ダミー（県） 

 仮説 1を検証するため、道府県が集落営農に対し、法人化に関する専門家派遣を行っ

ているか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行って

いない場合を 0とする。専門家派遣により、法人経営に関する情報を得ることができ、

集落営農の法人化が促進されると考えられる。したがって、予想される係数の符号は正

である。 

 

 相談窓口ダミー（県） 

 仮説 4を検証するため、道府県が、法人化に関する相談窓口を設置しているか否かを

表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行っていない場合を 0

とする。相談窓口の設置により、法人化を進めるうえでの課題を相談し、解決に向けた

情報を得ることができ、集落営農の法人化が促進されると考えられる。したがって、予

想される係数の符号は正である。 

 

 集落営農への意向調査ダミー（県） 

仮説 6を検証するため、道府県が、集落営農の法人化に対する意向調査を実施してい

るか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行っていな

い場合を 0とする。集落営農への意向調査により、法人化の意向や課題が把握され、行

政側からの適切なアプローチに繋がり、集落営農の法人化が促進されると考えられる。

したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 法人化マニュアルダミー（県） 

仮説 3を検証するため、道府県が、法人化マニュアルを作成しているか否かを表す変

数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を1、行っていない場合を0とする。

法人化マニュアルの作成により、集落営農の構成員が法人化に必要な諸手続きや書類

作成等の実践的な知識を得ることができ、集落営農の法人化が促進されると考えられ

る。したがって、予想される係数の符号は正である。 
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 補助金ダミー（県） 

仮説 7を検証するため、道府県が、法人化にかかる費用に対して補助金を交付してい

るか否かを表す変数を採用する。道府県が支援策を実施している場合を 1、行っていな

い場合を 0とする。補助金により、法人化にかかる費用が助成され、集落営農の経済的

負担軽減に繋がり、集落営農の法人化が促進されると考えられる。したがって、予想さ

れる係数の符号は正である。 

 

【コントロール変数】 

 以下の変数は、全て市町村別のデータを用いた。 

 集落営農当たりの参加農家戸数 

 集落営農の構成農家数を全集落営農数で除したものであり、集落営農の規模を表す変

数である。参加戸数が増えるほど、集落営農内での意思統一が困難になると考えた。し

たがって、予想される係数の符号は負である。 

 

 認定農業者が参加している集落営農比率 

 認定農業者が参加している集落営農数を全集落営農数で除したものであり、集落営農

内の中核的存在の有無を示す変数である。中核的存在は、法人化に向けた推進力となる

ため法人化が進むと考えた。したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 集落営農の田面積比率 

 集落営農内の田面積に関するデータは、集落内の田面積比率の階級別集落営農数のデ

ータのみ入手可能であった。そこで、集落営農の田面積比率は、階級値に集落営農数を

かけたものを全集落営農数で除したものである。具体的には以下のように表す。田が多

いほど、作業の共同化や機械の共同所有が進み、組織的経営が進んでいると考えられる。

したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

集落営農の田面積比率＝
集落営農の田面積比率の階級値×該当集落営農数

全集落営農数
 

 

 経理の共同化を実施している集落営農比率 

 経理の共同化を実施している集落営農数を全集落営農数で除したものであり、集落営

農内の組織的経営が進んでいるかを示す変数である。経理の共同化が実施され組織化が

進んでいる場合、法人化に進む障壁が小さいと考えられる。したがって、予想される係

数の符号は正である。 

 

 規約・定款の整備を実施している集落営農比率 

 規約・定款の整備を実施している集落営農数を全集落営農数で除したものであり、集

落営農の組織的経営が進んでいるかを示す変数である。規約・定款の整備が実施され、

組織化が進んでいる場合は法人化に進む障壁が小さいと考えられる。したがって、予想

される係数の符号は正である。 

 

 出役による共同農作業を実施している集落営農比率 

 出役により、共同で農作業を行っている集落営農数を全集落営農数で除したものであ

り、集落営農の活動状況を示す変数である。出役による共同農作業が実施されている場

合、構成員の集落営農への所属意識が高まり、法人化する際の意思統一の助力となると

考えられる。したがって、予想される係数の符号は正である。 
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 65 歳以上農業従事者比率 

 農業従事者全体に占める 65 歳以上の農業従事者の比率を示す変数である。データの

制約上、2010 年、2015 年の 2 か年のデータのみ入手可能であったため、2 時点間は一

定の割合で増減すると仮定し、2011 年から 2014 年までと 2016 年の数値を推計した。

65 歳以上農業従事者比率が上がるほど、離農を見据え、法人化に消極的であると考え

た。したがって、予想される係数の符号は負である。 

 

 戸別所得補償３３に加入している集落営農比率 

 戸別所得補償に加入している集落営農数を全集落営農数で除したものである。戸別所

得補償制度において、集落営農の法人化に対し補助金の助成を受けることができる。し

たがって、予想される係数の符号は正である。 

 

 中間農業地域比率 

 市町村の中間農業地域に区分されている集落の比率である。北川（2004）によると、

中間部等条件の厳しい地域では、農地の維持管理に対する懸念が大きく集落営農法人

の設立が進む傾向があると示されている。したがって、予想される係数の符号は正であ

る。 

 

 山間農業地域比率 

 市町村の山間農業業地域に区分されている集落の比率である。北川（2004）によると、

中間農業地域比率と同様に、山間部等条件の厳しい地域では集落営農法人の設立が進む

傾向があると示されている。したがって、予想される係数の符号は正である。 

 

                                                      
３３ 戸別所得補償制度とは、2010 年度から実施された、農家・集落営農の赤字を補てんする目的で補助金を交付する制

度である。 



WEST2017 本番論文 

 28 

表 7 変数の出所 

 （筆者作成） 

  

変数名

集落営農法人化率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

法人化に関する専門家派遣ダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

法人化に関するセミナー・研修会ダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

法人化に関するパンフレットダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

労務財務担当者へのセミナー・研修会ダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

経営継承に関するセミナー・研修会ダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

経営継承に関するマニュアルダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

経理担当者等に対するセミナー・研修会ダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

地域連携推進員ダミー（国） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

専門家派遣ダミー（県） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

相談窓口ダミー（県） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

集落営農への意向調査ダミー（県） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

法人化マニュアルダミー（県） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

補助金ダミー（県） 独自調査 各都道府県への聞き取り調査（電話・メール）

集落営農当たりの参加農家戸数 農林水産省 集落営農実態調査報告書

認定農業者が参加している集落営農比率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

集落営農の田面積比率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

経理の共同化を実施している集落営農比率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

規約・定款の整備を実施している集落営農比率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

出役による共同農作業を実施している集落営農比率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

65歳以上農業従事者比率 農林水産省 世界農林業センサス、農林業センサス

戸別所得補償に加入している集落営農比率 農林水産省 集落営農実態調査報告書

中間農業地域比率 農林統計協会 農業集落カード

山間農業地域比率 農林統計協会 農業集落カード

出典
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第 4 節 基本統計量 
  

 基本統計量は以下に示されている（表 8）。 

 

表 8 基本統計量 

（筆者作成） 

 

 

  

変数名 平均 標準偏差 最小 最大 標本数

集落営農法人化率 0.2207 0.2433 0 1 2530

法人化に関する専門家派遣ダミー（国） 0.0332 0.1792 0 1 2530

法人化に関するセミナー・研修会ダミー（国） 0.0901 0.2864 0 1 2530

法人化に関するパンフレットダミー（国） 0.0174 0.1308 0 1 2530

労務財務担当者へのセミナー・研修会ダミー（国） 0.0186 0.1351 0 1 2530

経営継承に関するセミナー・研修会ダミー（国） 0.0526 0.2232 0 1 2530

経営継承に関するマニュアルダミー（国） 0.0079 0.0886 0 1 2530

経理担当者等に対するセミナー・研修会ダミー（国） 0.0265 0.1606 0 1 2530

地域連携推進員ダミー（国） 0.1107 0.3138 0 1 2530

専門家派遣ダミー（県） 0.2747 0.4465 0 1 2530

相談窓口ダミー（県） 0.0269 0.1618 0 1 2530

集落営農への意向調査ダミー（県） 0.0154 0.1232 0 1 2530

法人化マニュアルダミー（県） 0.0119 0.1083 0 1 2530

補助金ダミー（県） 0.4166 0.4931 0 1 2530

集落営農当たりの参加農家戸数 21.0309 40.7910 1 972.6 2530

認定農業者が参加している集落営農比率 0.7186 0.2829 0 1 2530

集落営農の田面積比率 0.7459 0.2112 0.25 1 2530

経理の共同化を実施している集落営農比率 0.9184 0.1914 0 1 2530

規約・定款の整備を実施している集落営農比率 0.9743 0.1001 0 1 2530

出役による共同農作業を実施している集落営農比率 0.4616 0.3629 0 1 2530

65歳以上農業従事者比率 0.3369 0.1648 0.0024 0.8301 2530

戸別所得補償に加入している集落営農比率 0.6224 0.3478 0 1 2530

中間農業地域比率 0.3467 0.3006 0 1 2530

山間農業地域比率 0.1780 0.2631 0 1 2530

基本統計量は小数点以下第4位まで表示している。



WEST2017 本番論文 

 30 

第 5 節 推定結果 
  

 第 1 節で述べたそれぞれの仮説に対して、以下の結果が得られた（表 9）。なお Sargan-

Hansen 検定３４の結果、固定効果モデルが採択された。 

先行研究より、集落営農の法人化率には土地条件が影響を与えていることが示された。し

かし、土地条件は時間を通じて一定であることから、固定効果モデルでは影響を考慮するこ

とができない。そこで、本稿では千木良ほか（2011）と Lillard and Willis（1978）を参

考に、土地条件の影響を分析するために、変量効果モデルによるパネルデータの分析を行

い、推定結果を併記する（表 9）。ただし、Sargan-Hansen 検定において採択されたのは固定

効果モデルであるため、解釈は固定効果モデルを優先させる。 

 

 

 

 

 

 

  

                                                      
３４ Sargan-Hansen 検定とは、Hausman 検定と同様の検定である。Hausman 検定ではロバストな誤差項を検定することが

できない。よって、stata において xtoverid のコマンドを用い検定した。帰無仮説と対立仮説は Hausman 検定と同様

である。 
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表 9 推定結果 

 （筆者作成） 
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第 6 節 結果の解釈 
 

第 1節で立てた仮説に対して、分析の結果は以下のようになった。 

 

 仮説 1 「専門家派遣」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「法人化に関する専門家派遣ダミー（国）」は正に有意な結果となり仮説が支持され

た。一方で、「専門家派遣ダミー（県）」は有意な結果とならず、仮説は支持されなかっ

た。 

「法人化に関する専門家派遣ダミー（国）」は、専門家派遣により法人化に関する情

報の提供や、法人経営に対応できる人材の育成が進み、法人化が進んだと考えられる。 

「専門家派遣ダミー（県）」は、都道府県の独自の実施であることから、政府の方

針に従っている都道府県に比べ、専門家派遣に関するノウハウがなく効果的に実施で

きていない可能性がある。 

 

 仮説 2 「セミナー・研修会の実施」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「法人化に関するセミナー・研修会ダミー（国）」と「労務財務担当者へのセミナー・

研修会ダミー（国）」、「経営継承に関するセミナー・研修会ダミー」、「経理担当者等に

対するセミナー・研修会ダミー（国）」の全ての変数が、有意な結果とならず、仮説は

支持されなかった。滋賀県への聞き取り調査より、集落営農は毎日の農作業が忙しく、

セミナーや研修会へ参加する時間を十分に確保できていない可能性が示されている。

したがって、集落営農が農作業等日々の業務のためセミナー・研修会へ参加できず、効

果が表れなかったものと解釈される。 

 

 仮説 3 「パンフレット・マニュアルの作成・配布」は法人化率に対して正の影響を与

える。 

「法人化に関するパンフレットダミー（国）」と「法人化マニュアルダミー（県）」は

正に有意な結果となり、仮説が支持された。一方で、「経営継承に関するマニュアルダ

ミー（国）」は、有意な結果とならず、仮説は支持されなかった。 

「法人化に関するパンフレットダミー（国）」と「法人化マニュアルダミー（県）」

は、マニュアル・パンフレットより、法人化の概要や効果、法人化の手続き手順や書

類作成等実践的な知識を得ることができたため、法人化が進んだと考えられる。 

「経営継承に関するマニュアルダミー（国）」は経営継承に関する情報の提供が主で

あり、経営継承の手段として法人化を検討しなかった可能性がある。したがって、法

人化に直接的影響を与えていなかったと解釈される。 

  

 仮説 4 「相談窓口の設置」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「相談窓口ダミー（県）」は、有意な結果とならず、仮説は支持されなかった。仮

説 2と同様に、集落営農が農作業等日々の業務のため相談窓口を利用する時間が確保

できず、効果が表れなかったものと解釈される。 

 

 仮説 5 「地域連携推進員の派遣」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「地域連携推進員ダミー（国）」は、有意な結果とならず、仮説は支持されなかっ

た。農水省及び滋賀県への聞き取り調査より、地域連携推進員は人・農地プランの作

成実行を主に担当し、法人化に関する業務を行うことは少ない可能性が明らかとなっ

た。したがって、法人化への効果が表れなかったものと解釈される。 
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 仮説 6 「集落営農への意向調査」は法人化率に対して正の影響を与える。 

「集落営農への意向調査ダミー（県）」は正に有意な結果となり仮説が支持された。

集落営農への意向調査によって、集落営農の法人化に向けた現状を把握し、行政側か

ら集落営農への適切なアプローチに繋がり、法人化が進んだと考えられる。 

 

 仮説 7 「補助金」は法人化率に対して正の影響を与える。 

 「補助金ダミー（県）」は、有意な結果とならず、仮説は支持されなかった。実際の

補助金の交付内容は、法人化した集落営農に対する農機具の購入補助等、法人化に対

する直接的な支援ではないものが多いため、効果が表れなかったものと解釈される。 

 

 コントロール変数  

 最後にコントロール変数に関して解釈を行う。 

 「出役による共同農作業を実施している集落営農比率」は、正に有意な結果となり仮

説が支持された。出役により、集落営農への所属意識が高まり、法人化への意思統一が

円滑になると考えられる。 

 「65 歳以上農業従事者比率」は負に有意な結果となり仮説が支持された。65 歳以上

農業従事者の割合が高い場合、離農を見据え法人化に対して消極的になると考えられ

る。 

 「戸別所得補償に加入している集落営農比率」は正に有意な結果となり仮説が支持さ

れた。法人化に対する補助金が交付されるため、集落営農の経済的負担が軽減されると

考えられる。 

 一方で、「集落営農当たりの参加農家戸数」と「認定農業者が参加している集落営農

比率」、「集落営農の田面積比率」、「経理の共同化を実施している集落営農比率」、「規約・

定款の整備を実施している集落営農比率」については、有意な結果を得ることができず、

仮説が支持されなかった。これらについては今後の研究課題としたい。 

 なお、固定効果である土地条件を考慮するために行った変量効果モデルにおいては、

「中間農業地域比率」と「山間農業地域比率」は正に有意な結果となり仮説が支持され

た。北川（2004）によると、中山間地域では農地の維持管理に対する危機意識が高いた

め、集落営農の法人の設立が進む傾向があると考えられる。 
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政策提言 

第 1 節 政策提言の方向性 
 

「理論・分析」では、集落営農の法人化の推進に寄与する要因を探るべく、集落営農実態

調査報告書等から得たデータを利用して定量分析を行い、集落営農の法人化に関する現行

支援策の効果を検証した。その結果、集落営農の法人化の推進に効果がある農水省・都道府

県の支援策の取り組みとして、 

①法人化に関する専門家派遣 

②法人化に関するパンフレットの作成・配布 

③法人化に関するマニュアルの作成・配布 

④集落営農への意向調査 

があり、これらの支援策がより推進されることで、集落営農の法人化率が向上することが明

らかとなった。 

 この結果を踏まえ、具体的に以下二つの提言を行う。 

Ⅰ法人化に関する実態把握及び普及啓発 

Ⅱ専門家派遣の円滑化 

また、道府県へのアンケート調査より、法人化に向けた集落営農内での合意形成が課題で

あることが明らかとなった。したがって補足的に、合意形成支援を提言する。 

以上を踏まえたうえで、集落営農が法人化するまでの過程に沿い、集落営農の状況に合わ

せた段階別の提言を行う。 

はじめに、意向調査によって、集落営農が法人化に対し、どのような段階にあるかを把握

する。各集落営農の段階を把握したうえで、法人化を検討していない集落営農にはパンフレ

ットの作成・送付、検討段階にある集落営農にはマニュアルの作成・送付及び集落営農内の

合意形成支援を行う。また、集落営農の法人化計画を策定し、法人化手続きを行っている集

落営農に対しては、専門家派遣を行う（図 9）。 

なお、現在の支援策は農水省が枠組みを提示しているが、道府県へのアンケート調査よ

り、都道府県による現場に即した支援策の実施が重要であることが明らかとなった。したが

って、状況に鑑みて支援策を実施していく必要があると考えたため、政策提言は都道府県に

対して行う。 
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図 9 政策提言の流れ 

（筆者作成） 

第 2 節 政策提言 

第 1 項 法人化に関する実態把握及び普及啓発 

 

本項では、集落営農への意向調査とパンフレット及びマニュアルの作成・送付に関する政

策提言を行う。 

 

【政策提言Ⅰ-ⅰ 集落営農の法人化に対する意向調査の実施】 

 

提言対象：都道府県及び市区町村 

 

 本稿の分析により、集落営農への法人化に対する意向調査の実施が、集落営農の法人化促

進に効果があることが明らかとなった。都道府県は意向調査を通して、集落営農が法人化す

るまでの過程の中で、どの段階にあるかを把握することができ、それをもとに、各段階に応

じた適切な支援を行うことができる。 

 集落営農の法人化に対する意向調査は、集落営農の法人化プロセスの段階を問わず、全集

落営農を対象に実施するものとする。 
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 概要 

 都道府県が、集落営農の法人化に対する意向を把握することを目的に、集落営農に対

し法人化の意向調査を行うことを提言する。都道府県が集落営農の法人化に対する意向

調査票を作成し、各市区町村が集落営農に意向調査票を配布及び回収する。回収後は、

市区町村から都道府県へと意向調査の結果報告を行う（図 10）。 

 意向調査は、集落営農実態調査と同時に実施することとする。集落営農実態調査とは、

農水省が毎年、集落営農の状況を把握することを目的に実施する調査であり、集落営農

の存在する市区町村が調査を行う。また、意向調査票は各集落営農の状況を詳しく把握

するために、選択式の質問とは別に記述式の質問を加える。意向調査票案は図 11 に記

載した。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

 道府県へのアンケート調査より、法人化支援策を実施するうえでの課題として、支援

対象の選定が挙げられた。したがって、都道府県は各集落営農が法人化のプロセスのい

ずれの段階にあるかを把握していない可能性がある。都道府県は意向調査を実施し、集

落営農がいずれの段階にあるかを把握することで、適宜適切な集落営農の法人化支援

策の活用へと繋げていく必要がある。 

現在、多くの集落営農の法人化支援策は、集落営農側からの申請制となっており、行

政は集落営農からの申請を待っている状態にある。しかし、三重県及び福井県への聞き

取り調査３５より、集落営農が自発的に申請をすることは少なく、法人化支援策が活用

されていない可能性が示された。したがって、行政側からの積極的アプローチが必要で

ある。この提言により、都道府県は、集落営農への法人化に対する意向調査を実施する

ことで、全集落営農の状況を把握し、申請はしていないが法人化支援を必要としている

集落営農にも行政側から支援することができる。 

また、ある県では既に意向調査が実施されているが、意向調査票は選択式の回答方法

となっている。集落営農内の状況は様々であり、現在実施されている選択式の回答方法

ではそれぞれの集落営農が抱える課題を把握することは困難である。したがって、新た

に記述式の回答方法を用いて、現在直面している課題を把握することで、その課題に対

応した支援を集落営農に対して行うことができる。 

 

 実現可能性 

 聞き取り調査より、法人化に関する意向調査を既に実施している県が存在している

ことが明らかとなり、意向調査票の作成に大きな障壁はないと考えられる。また、集落

営農を有する全国の市区町村では、毎年集落営農実態調査を実施している。そこで、意

向調査を集落営農実態調査と同時に行うことで、意向調査の単独実施に比べ市区町村

の負担を軽減することができる。したがって、集落営農の法人化に関する意向調査の実

施は実現可能性が高いと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
３５ 道府県へのアンケート調査の結果を踏まえ、2017 年 10 月 20 日から 27 日にかけて、複数の県に電話での聞き取り調

査を実施した。 
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図 10 意向調査実施の流れ 

（筆者作成） 
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図 11 意向調査票案 

（筆者作成） 
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【政策提言Ⅰ-ⅱ パンフレットの作成・送付】 

 

提言対象：都道府県 

 

 本稿の分析により、法人化に関するパンフレットの作成・送付が集落営農の法人化促進に

効果があることが明らかとなった。都道府県が、パンフレットの作成・送付を行うことで、

集落営農が法人化の概要や効果等の情報を入手し、法人化を検討するきっかけがうまれる。 

 パンフレットの作成・送付は、法人化の効果等の情報が不十分で、検討段階に至っていな

い集落営農に普及啓発することを目的に実施する。 

 

 概要 

 都道府県が、法人化の検討段階に至っていない集落営農への情報提供を目的に、集落

営農の法人化の概要や効果等の情報をまとめたパンフレットを作成・送付することを

提言する。パンフレットは、意向調査において法人化を検討していないと回答した集落

営農に対して送付する（図 12）。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

 現状分析より、集落営農の法人化に関する情報不足が原因で、集落営農の法人化への

理解が不十分であることが課題として挙げられた。また、愛媛県への聞き取り調査より、

集落営農の構成員が集落営農の法人化を十分に理解していないことから、集落営農の

法人化に抵抗感を持っていることが明らかとなった。法人化を検討していない段階の

集落営農にパンフレットを送付することで、法人化に関する情報を得て理解が深まり、

法人化への抵抗感を和らげることができる。これにより、集落営農の法人化を検討する

きっかけがうまれる。 

現在、パンフレットは、農業の関係機関への設置や研修・セミナーでの配布にとどま

るため、法人化に関心が低い集落営農に対して送付する必要がある。そこで、意向調査

において、法人化を検討していないと回答した集落営農に対象を絞り、パンフレットを

送付する。 

 

 実現可能性 

 道府県へのアンケート調査より、パンフレットの作成は複数の県で実施されている

ことが明らかとなり、作成に大きな障壁はないと考えられる。また送付対象を、法人化

を検討していないと回答した集落営農のみに絞ることで、効率的な送付が可能となる。

したがって、パンフレットの作成・送付の実現可能性は高いと考えられる。 

 

【政策提言Ⅰ-ⅲ マニュアルの作成・送付】 

 

提言対象：都道府県 

 

 本稿の分析により、法人化に関するマニュアルの作成・送付が集落営農の法人化促進に効

果があることが明らかとなった。都道府県が、マニュアルの作成・送付を行うことで、集落

営農が法人化の諸手続き等の情報を手に入れることができる。 

 マニュアルの作成・送付は、法人化を検討しているが法人化の諸手続きに関する知識が不

十分な集落営農に対し、情報提供することを目的に実施する。 

 

 概要 

 都道府県が、法人化の検討をしているが法人化の諸手続きに関する知識が不十分な

集落営農への情報提供を目的に、集落営農の法人化の諸手続き等に関する情報をまと
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めたマニュアルを作成・送付することを提言する。意向調査において、法人化を検討し

ていると回答した集落営農に対してマニュアルを送付する（図 12）。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

現状分析より、法人化の手続きが難しいと感じる集落営農が存在することが分かっ

た。したがって、マニュアルの作成・送付により、法人化の諸手続きに関する情報を提

供する必要がある。 

集落営農は、マニュアルから法人化の諸手続きに関する情報を得ることができる。滋

賀県への聞き取り調査より、集落営農がマニュアルを利用し、行政からの支援を受けず

独自で法人化できる事例も存在することが明らかとなった。 

 

 実現可能性 

 道府県へのアンケート調査より、マニュアルの作成は、複数の県で実施されているこ

とが明らかとなり、作成に大きな障壁はないと考えられる。また、意向調査において、

法人化を検討していると回答した集落営農のみに対象を絞ることで、効率的な送付が

可能となる。したがって、マニュアルの作成・送付の実現可能性は高いと考えられる。 

 

 

図 12 パンフレットの作成・送付及びマニュアルの作成・送付 

（筆者作成） 

第 2 項 専門家派遣の円滑化 

本稿の分析により、法人化に関する専門家派遣の実施が、集落営農の法人化促進に効果が

あることが明らかとなった。 

専門家派遣により、法人化に関する情報提供や、法人経営に対応可能な人材育成がなさ

れ、法人化が促進される。専門家派遣の対象は、法人化計画を策定し実際に法人化への手続

きに取り組んでいる集落営農である。 

しかし、道府県へのアンケート調査より、法人化に関する専門家派遣を実施している道府

県は 17 にとどまることが明らかとなった。したがって、以下、専門家派遣を促進させるた

めの提言を行う。 
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【政策提言Ⅱ-ⅰ 士業団体との連携】 

 

提言対象：都道府県 

 

 概要 

集落営農へと派遣する税理士、社会保険労務士、司法書士、中小企業診断士等の資格

を持つ専門家の確保を目的とし、各地の士業団体と連携することを提言する。都道府県

は、連携した士業団体から、士業従事者の紹介を受け、その人材を専門家に認定する。 

聞き取り調査に基づき、ここで想定する士業を、税理士、社会保険労務士、司法書士、

中小企業診断士とする（表 10）（図 13）。 

 

表 10 士業別の支援内容 

（埼玉県ホームページより筆者作成） 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

道府県へのアンケート調査より、専門家を派遣するうえでの課題として、専門家不足

が挙げられた。集落営農の法人化を進めていく過程で必要となる士業従事者は、それぞ

れが税理士会等といった士業団体を組織しており、このような団体は各地域内で活動

する士業従事者を把握している。したがって、道府県は各士業団体と連携することで、

専門家の確保が容易になると考えられる。 

都道府県は士業団体と連携することで、専門家として派遣可能な士業従事者の紹介

を受けることができ、都道府県がその人材を専門家として認定することで、専門家を確

保できる。 

 

 実現可能性 

士業団体は、各都道府県に存在しており、その地域で活動する士業従事者はそれぞれ

の団体に登録しているため、士業団体は専門家として活動可能と見込まれる士業従事

者に関する情報を有している。したがって、士業団体は都道府県に対して士業従事者の

情報を提供することができるため、都道府県から士業従事者への働きかけは容易であ

る。さらに、この提言と同様に、士業団体との連携による専門家の確保を行っている都

道府県が既に存在しているということが、聞き取り調査によって明らかとなった。した

がって、士業団体との連携の実現可能性は高いと考えられる。 

 

士業 支援内容

税理士
経営計画書や決算書の作成支援、確定申告の相談・支援、事業継承
の際の税制面支援

社会保険労務士
労働保険・社会保険の適用支援、労働基準法等の労働法規への対応
支援、就業規則等作成支援等の労務管理支援

司法書士
農業生産法人設立やその後の諸手続きの支援、農地移転・農地法の
許認可・事業継承や相続等の手続き支援

中小企業診断士
マーケティング・人材育成・事業計画の策定・資金調達・商品開
発・販路開拓・六次産業化等の支援、経営診断・経営改善
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図 13 士業団体との連携 

（筆者作成） 

 

【政策提言Ⅱ-ⅱ 専門家に対する勉強会の実施】 

 

提言対象：都道府県 

  

 概要  

聞き取り調査より、専門家を派遣するうえでの課題として、専門家の農業に関する知

識不足が挙げられた。税理士、社会保険労務士等の士業従事者は農業の経営に関する仕

事の経験が少なく、農業の知識を有している士業従事者は少ない。したがって、提言Ⅱ-

ⅰで確保した人材に対して、都道府県が、農業に関する制度等について学ぶ勉強会を開

催することを提言する（図 14）。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

提言Ⅱ-ⅰによって人材を確保したとしても、その人材が農業の経営に関する仕事の

経験が少ない可能性がある。したがって、士業団体から紹介を受け、都道府県により専

門家として認定された人材が、円滑に活動できるよう支援する必要がある。そのため、

都道府県の職員が専門家に対して、農業の制度に関する知識を教授することが必要で

ある。 

専門家が農業に関する知識を得ることで、専門家として派遣された際に農家とより

円滑に連携できると予想される。 

 

 実現可能性 

聞き取り調査より、複数の都道府県では勉強会実施の必要性を感じていることが明

らかになった。また、ある県では来年度の実施に向けて検討段階にあることが分かった。

したがって、勉強会の実施の実現可能性は高いと考えられる。 
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図 14 専門家に対する勉強会の実施 

（筆者作成） 

 

 

【政策提言Ⅱ-ⅲ 専門家と普及指導員の同時派遣】 

 

提言対象：都道府県 

 

 概要 

専門家の農業経営に関する知識不足を補うことを目的として、専門家を集落営農へ

派遣する際、普及指導員と連携させ集落営農へ同時に派遣することを提言する（図 15）。

普及指導員３６とは、農家を訪問して農業技術の指導や経営相談を行い、農業に関する

情報を提供する都道府県の職員である。集落営農が法人化する際に、普及指導員は集落

営農への法人化に関する情報の提供や法人化の資料作成等を行う。 

また、集落営農への派遣前に、普及指導員と専門家間で集落営農に関する情報を共有

することとする。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

 前述の通り、専門家を派遣するうえでの課題として、専門家の農業に関する知識不足

が挙げられている。以上の課題に対して、提言Ⅱ-ⅱで勉強会を実施することによって、

専門家は農業の制度に関する知識を得ることができる。その後、実際に専門家を集落営

農に派遣する際、専門家と普及指導員を同時に派遣することを提言する。これにより、

専門家は普及指導員から農業経営に関する実践的な知識を学ぶことができる。また、派

遣される前に担当の集落営農の情報を両者で共有することで、派遣時に円滑に業務を

遂行できると考えられる。 

 埼玉県への聞き取り調査より、専門家と普及指導員を同時派遣することで、相乗効果

が期待できることが明らかになった。具体的には、専門家が普及指導員から農業経営に

関する実践的な知識を得ると同時に、普及指導員は専門家から法人化に関する知識を

                                                      
３６ 2016 年度時点で、全国に 6330 人存在する。具体的に普及指導員は、農家に出向いて、野菜や果物の栽培講習会を開

催したり、病害虫の診断を行ったりしている。 
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得ることができる。 

 

 実現可能性 

 専門家と普及指導員を同時派遣することで、両者の知識が相乗的に活かされ、集落営

農の法人化が円滑に進むと考えられる。また、ある県では同時派遣を実施していること

から、他の都道府県が導入することは容易である。したがって、専門家と普及指導員の

同時派遣の実現可能性は高いと考えられる。 

 

図 15 専門家と普及指導員の同時派遣 

（筆者作成） 

 

第 3 項 集落営農内の合意形成支援 

  

道府県へのアンケート調査において、複数の県より、法人化に向けた集落営農内の合意形

成が課題として挙げられたものの、本稿では、定量分析においてデータの制約上、集落営農

内の合意形成の難しさが法人化に与える影響について考慮できなかった。しかし、その後の

聞き取り調査においても合意形成の重要性が多く指摘された。長崎県壱岐振興局地域普及

課への聞き取り調査において、集落営農内でも法人化に対する抵抗感から法人化に反対す

る農家が一定数おり、集落営農内全戸における合意形成は困難であることが示唆された。実

際に法人化をした集落営農からも、法人化を進めていく過程において、法人化後の経営に対

する不安等が原因で、集落営農内での合意形成が課題となったことが示された。 

以上より、補足提言を行う。 
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【補足提言 集落営農内の合意形成支援】 

 

提言対象：都道府県 

 

道府県へのアンケート調査より、集落営農の法人化において、集落内の合意形成が課題で

あることが明らかとなった。したがって、集落営農が法人化するうえで、集落営農の構成員

の合意形成は必須であることから、行政が働きかけ、合意形成を促すことが重要であるとい

える。 

合意形成支援は、法人化を検討している段階の集落営農を対象に実施する。 

 

 概要 

集落営農の法人化に向けた集落営農内の合意形成を支援することを提言する。具体

的には、前述した普及指導員が集落営農内で果たす役割として、以下（1）、（2）を提言

する。 

 

（1）法人化に向けた合意形成の場への参加 

集落営農内の合意形成を促進することを目的に、普及指導員が集落営農内の法人化に

向けた話し合いの場に参加することを提言する。普及指導員が合意形成の場に参加する

際に、集落営農の法人化に向けて必要となる情報を提供するとともに、集落営農との連

携を深める（図 16）。 

 

（2）既に法人化を達成した集落営農（以下、既存集落営農法人）との橋渡し 

普及指導員が、法人化検討段階の集落営農と、既存集落営農法人との橋渡し役となる

ことを提言する。合意形成に行き詰っている集落営農が法人化の成功例を参考にする

ことを目的に、普及指導員が既存集落営農法人を紹介し、話を聞く場を設ける。紹介を

行う際、普及指導員は、法人化検討段階の集落営農と条件が似ている既存集落営農法人

を紹介する（図 17）。 

 

 政策を打ち出す理由と期待される効果 

 集落営農法人への聞き取り調査より、集落営農の法人化に際し実施される合意形成

の場において、普及指導員が集落営農の話し合いの場に参加し、適宜情報の提供や必要

書類の作成補助を行ったことで、円滑に法人化が進んだことが示された。したがって、

地域の農業の状況を把握している普及指導員が話し合いの場に参加することで、法人

化が推進されると考えられる。 

また、聞き取り調査より、合意形成時に最も効果的であった取り組みとして、既存集

落営農法人から成功事例を聞くことや既存集落営農法人を見学することが挙げられた。

既存集落営農法人から情報を得ることによって、集落営農の法人化に関する理解を深

め、集落営農内の合意形成が促進されると考えられる。普及指導員が法人化検討段階の

集落営農と条件の似た既存集落営農法人との橋渡しを行うことで、検討段階の集落営

農は法人化をより実現可能なものとして検討することができる。 

 

 実現可能性 

 聞き取り調査より、普及指導員が合意形成の場に参加した集落営農法人が存在する

ことが明らかとなった。また、普及指導員は、実際に現場に赴いて活動しているため、

集落営農の実情を把握している。したがって、条件の似た既存集落営農法人を見つける

ことが容易であるため、紹介へと繋がりやすいと考える。以上より、実現可能性は高い

と考えられる。 
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図 16 法人化に向けた合意形成の場への参加 

（筆者作成） 

 

図 17 既存集落営農法人との橋渡し 

（筆者作成） 

 

 

第 3 節 政策提言のまとめ 
 

 以下、政策提言についてまとめる。 

提言Ⅰにより、都道府県が、各集落営農の法人化に対しての意向を把握でき、集落営農

の法人化支援の対象者を選定できる。加えて、集落営農の段階に応じた情報提供を行い、

法人化に関する理解を深めることができる。 

 提言Ⅱにより、都道府県が専門家を確保でき、専門家派遣が円滑に行われることで、集

落営農の法人化を進める過程における障壁を取り除くことができる。 
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補足提言により、集落営農が法人化を検討する段階において、普及指導員による情報提

供や、既存集落営農法人を参考にすることにより、集落営農内の法人化に向けた合意形成

を円滑に進めることができる。 

 以上で提言した政策により、集落営農の法人化を進めていく過程での障壁が取り除か

れ、集落営農の法人化が促進されると考えられる。また、集落営農の法人化が進むことで

農地の集積が進み、本稿のビジョンである「持続的な農地保全」が達成される（図 18）。 

 

図 18 政策提言のまとめ 

（筆者作成） 
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おわりに 

本稿では、放棄地の発生抑制を達成し、「持続的な農地保全」を実現することをビジョン

として、農地の集積に有効である「集落営農の法人化」に焦点をあてた。文献調査や農水

省ならびに各道府県に対する聞き取り調査より、法人化そのものの課題、法人化推進支援

策を行う際の課題を洗い出し、現状を把握した。そのうえで、市町村別の集落営農の法人

化率を用いたパネルデータ分析を行い、その結果をもとに、集落営農の法人化をより推進

する政策を提言した。また、提言の際には、全国の各道府県に対して行ったアンケート調

査により得られた各支援策を実施するうえでの課題を考慮すると同時に、実際に法人化し

た集落営農に対して行った聞き取り調査に基づき、実情に即した提言ができるよう工夫し

た。 

 本稿の定量分析では、集落営農が法人化するにあたってどのような障壁があるのか、そ

れに対してどのような支援策が有効であるかを検証するため、法人化に至るまでの過程に

着目した。しかし、先行研究では集落営農の法人化は有効であると述べる一方で、法人化

後の持続的な経営が重要であるとも指摘されている。本稿では、データの制約上、法人化

後の経営の持続性についての実証分析を行うことができなかった。この点については、今

後の研究課題としたい。 

 本稿の執筆にあたって、聞き取り調査にご協力頂いた農林水産省経営局経営政策課、滋賀

県農政水産部農業経営課からは丁寧かつ有益な情報を頂いた。また、多くの道府県の担当者

の方にも、アンケート調査、及びデータの収集にご協力頂いた。さらに、「農事組合法人ア

グリすのうち」代表者様、「農事組合法人ほづ」代表者様、「農事組合法人八頭船岡」代表者

様にも聞き取り調査にご協力頂いた。ここに感謝の意を表し、本稿の締めとする。 
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（別添 1）聞き取り調査 

滋賀県庁 聞き取り調査概要 

実施日 場所 

２０１７年 9月１２日 滋賀県庁 

参加者 

滋賀県 滋賀県農政水産部農業経営化地域農業戦略室 担当者１名 

大阪大学赤井研究会 唐井優希 植田康大 沖田菜緒  

議事内容 

【集落営農法人化計画について】 

・法人化が困難な集落営農に対して、今後行う予定の支援はあるか。 

  農地の集積、担い手を他の集落から呼ぶといった方法の提案をしている。 

     

【集落営農法人化の効果について】 

・法人化を行うことによって集落営農の経営力の向上や、新規雇用を行うことができる

ようになった等の効果の報告はあるか。 

―経営力の向上に関して 

認定農業者になることで得られる補助金を活用する等して経理上のメリットが増え

た、また顧問税理士の雇用により、運営や相談がしやすくなったといった効果が挙げ

られる。 

―新規雇用について 

赤字でなければよいと考える農家が多く、このような経営状況においては、法人化 

しても新規雇用は難しい。 

 

・資金面の優遇以外に兼業農家が法人化するきっかけはどのようなものがあるか。 

  国の支援策に対応し、補助金助金をもらう、といったきっかけがある。  

 

・滋賀県として広域での集落営農広域化を進めているか 

  法人化や広域化による経営効率化を促したり、法人化の連携を進めたりしている。 

 

【農業経営体の法人化推進政策について】 

・滋賀県独自の法人化推進支援策はあるか。 

  滋賀県独自の政策としては、集落営農等法人化支援事業、集落営農経営高度化アドバ

イザー派遣事業、集落営農法人等経営体質強化支援等を行っている。 

   

・法人化した集落営農に期待する機能、役割はなにか。 

  法人化した集落営農には、農業経営力アップと地域貢献を期待している。 

  

・集落営農の行政について、県や市町村との役割の分化や棲み分けはどのようになって 

いるか。 

  市町村単位での法人化に関する取り組みは少ない。県単位では、指導員等による法人

化に関する相談対応等の積極的な取り組みが行われている。 

  

【集落営農法人化を行う動機や政策上の課題について】   

・集落営農が法人化を検討する際の不安要因に関して、どのような対策をしているか。 

「経営の赤字」「税務手続きが煩雑」といった不安要因は、法人化に関する知識不足か

ら発生するものであるため、関係機関による丁寧な説明によって解決できると考え

ている。 
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・法人化後の課題に対してどのようなサポートを実施しているか 

法人化後の課題はそれぞれの集落営農によってさまざまであるため、指導員、JA 指導

員が中心になって、技術的、経営的指導を行っている。また、中小企業診断士等のアド

バイザー派遣も行っている。 

          

・農地の利用に関して、農地を構成員との賃借によって利用している集落営農の法人は

どの程度存在するのか 

ほとんどの集落営農の法人は、賃借によって農地を利用している。 

 

 

 

（別添 2）調査票質問項目 
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（別添 3）アンケート調査対象道府県 

 
  

北海道 栃木県 福井県 京都府 山口県 鹿児島県

青森県 群馬県 長野県 兵庫県 香川県

岩手県 埼玉県 岐阜県 奈良県 愛媛県

宮城県 神奈川県 静岡県 和歌山県 高知県

秋田県 新潟県 愛知県 鳥取県 佐賀県

山形県 富山県 三重県 岡山県 熊本県

福島県 石川県 滋賀県 広島県 大分県

アンケート調査対象道府県
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（別添 4）定量分析対象市町村 

北見市 雫石町 五城目町 猪苗代町 村上市
美唄市 岩手町 八郎潟町 会津坂下町 燕市
紋別市 滝沢村 美郷町 湯川村 糸魚川市
士別市 紫波町 羽後町 三島町 妙高市
名寄市 矢巾町 東成瀬村 金山町 五泉市
当別町 西和賀町 山形市 昭和村 上越市
共和町 金ケ崎町 米沢市 会津美里町 阿賀野市
由仁町 仙台市 鶴岡市 石川町 佐渡市
月形町 石巻市 酒田市 平田村 魚沼市
北竜町 白石市 新庄市 三春町 胎内市
愛別町 名取市 寒河江市 宇都宮市 聖籠町
美瑛町 角田市 上山市 鹿沼市 田上町

中富良野町 岩沼市 村山市 日光市 阿賀町
小平町 登米市 長井市 小山市 出雲崎町
羽幌町 栗原市 天童市 真岡市 関川村
津別町 東松島市 東根市 大田原市 富山市
斜里町 大崎市 尾花沢市 さくら市 魚津市

小清水町 蔵王町 南陽市 那須烏山市 氷見市
大空町 村田町 山辺町 上三川町 砺波市
豊浦町 川崎町 河北町 益子町 南砺市
音更町 丸森町 朝日町 壬生町 立山町
士幌町 亘理町 大江町 野木町 入善町

上士幌町 山元町 大石田町 塩谷町 金沢市
鹿追町 松島町 最上町 那珂川町 七尾市
標茶町 大和町 高畠町 前橋市 小松市
鶴居村 大郷町 川西町 高崎市 輪島市
青森市 富谷町 白鷹町 伊勢崎市 珠洲市
弘前市 大衡村 飯豊町 太田市 加賀市
黒石市 色麻町 三川町 渋川市 羽咋市

五所川原市 加美町 庄内町 藤岡市 かほく市
十和田市 涌谷町 遊佐町 みどり市 白山市
むつ市 美里町 福島市 玉村町 能美市

つがる市 秋田市 会津若松市 邑楽町 津幡町
平川市 能代市 郡山市 熊谷市 志賀町

外ヶ浜町 横手市 いわき市 行田市 宝達志水町
板柳町 大館市 白河市 加須市 中能登町
鶴田町 男鹿市 喜多方市 鴻巣市 能登町
中泊町 湯沢市 相馬市 深谷市 福井市
五戸町 鹿角市 二本松市 吉見町 敦賀市
盛岡市 由利本荘市 田村市 鳩山町 大野市
花巻市 潟上市 南相馬市 美里町 勝山市
北上市 大仙市 伊達市 新潟市 あわら市
久慈市 北秋田市 桑折町 長岡市 永平寺町
遠野市 にかほ市 天栄村 三条市 池田町
一関市 仙北市 下郷町 柏崎市 南越前町

八幡平市 上小阿仁村 南会津町 新発田市 おおい町
奥州市 三種町 西会津町 見附市 若狭町

定量分析対象市町村
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